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ドロップ・サイト・デイリー、７月３１日：ガザ合意は依然としてイスラエルの対応次
第；レバノンで地震並みの爆発が発生；6 万人の移民がモロッコからスペイン領へ越境 

脇浜義明訳 ＊脚注は訳注 

 

イラン 

 ＊米国、イランへの攻撃再開：２９日にヨルダンの米軍基地がイランからミサイル攻撃を受け、３０日米国はイラン攻撃

を再開し、イラン南部と南西部の各地で攻撃の報告。 

・イラン・メディアによると、３０日の米軍のケシュム島への攻撃で、タクシー運転手とその妻と２歳の子どもが死

亡した。   

・イラン・イスラム革命防衛隊は、３０日の米軍の攻撃で隊員３人が死亡したと発表した。   

・オンラインで拡散している映像では、イランを攻撃したミサイルはクウェートから発射されたようである。クウェ

ート政府は今週初め、自国領土からのミサイル発射を許可しないとウォールストリート・ジャーナル紙で言っていた

にもかかわらず、である。   

・これとは別に、米中央軍（CENTCOM)は３０日夕、７月中旬に開始したイランの港湾に対する海上封鎖の一環

として、民間船舶２４隻の進路を変更させ、２隻を無力化し、２隻に立ち入り検査をしたと発表した。 

 ＊イランがヨルダンとクウェートの米軍基地を攻撃：  

・イランは報復として、ヨルダン、クウェート、バーレーンにある米軍基地を攻撃した。３１日にはクウェートのア

ハメド・アル・ジャーベル基地の航空機用シェルター、衛星通信システム、資機材保管施設と、バーレーンのシェイ

フ・イーサ基地が攻撃されたと報じられた。クウェート国防省は、領空内でイランのドローンを探知して撃墜したと

発表した。  

・イラン国営メディアが報じた声明によると、イスラム革命防衛隊は、３０日にヨルダンのアル・アズラク空軍基地

をミサイル攻撃し、米軍の F－35 戦闘機３機を「完全破壊」し、他に３機に大きな損傷を与えたと主張した。  

・タスニム通信によると、イラン革命防衛隊はまた、クウェートのアリ・アッサレム空軍基地を攻撃し、ドローン格

納庫２棟と米軍機・ヘリコプターのための燃料貯蔵施設を破壊したと報告した。CENTCOM はこれを否定したが、

衛星画像には格納庫が損傷しているのが写っていた。   

・クウェートの中国大使館は、３０日のイランのクウェート攻撃で、中国企業のために働いていた車両が被弾し、ネ

パール人運転手が死亡したと報告した。ただ、声明の中で攻撃の実行者としてイランを名指ししなかった。 

・イスラム革命防衛隊は３１日、米軍の「航空支援」を受けてホルムズ海峡を通過しようとした石油タンカー２隻を

攻撃したと発表した。革命防衛隊は、この２隻のタンカーを「攻撃し停船させた」と主張し、他に４隻のタンカーは

直ちに進路変更し、引き返したと言った。 

 ＊イラン戦争で４０００人以上の子どもが死傷：ユニセフによると、５か月前にイランをめぐる紛争が始まって以降、６

カ国で４０００人以上の子どもが死傷した。イランでは３８６人の子どもが死亡し、２１１７人が負傷したと報告されてい

る。ユニセフの中東・北アフリカ地域事務所の代理事務長のアブドゥル・フォファナは発表の中で、「戦争がイランと近隣

諸国に波及する中、子どもたちは本来最も安全であるはずの場所 — 家庭、学校、地域社会 — で命を奪われたり重い障害

を負わされている」と述べ、「紛争当事者は子どもの苦しみを常態化するべきではない。子どもたちは、自分が始めたわけ

でもなく、止める力もない戦争の最前線で、最も深刻な被害を受けている」と言った。 

 ＊パキスタン外務省、イラン・米のさらなる交渉仲介を模索：BBC ペルシャ語版によると、パキスタン外務省のタヒ

ル・アンドラビ報道官は記者団に対し、パキスタン政府が「すべての当事者を『イスラマバード覚書』に復帰させようとあ

らゆる努力を払っている」と語った。そして、当事者に覚書の中で技術的協議を行うと約束したことを完全に履行するよう

に促していると言った。 

 ＊エジプトとイラン、２９日のエジプト港湾への攻撃に反応：エジプト政府は、２９日に自国のダミエット港へのドロー

ン攻撃で、米国所有の浮体式貯蔵・再ガス化設備の「エネルゴス・ウィンター」号が大きな被害を受けたことを確認した。

また、船舶「ガスログ・セーラム」号が火災となった。  
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・政府は、治安委員会が状況を評価し、今後の対応策を検討中だと発表した。   

・「ウィンター」号は、輸送タンカーから超低温の液化天然ガスを受け取り、それを気体に戻して国内のエネルギー

供給網に送る浮体式ターミナルである。「ウィンター」号は、エジプトの国家電力網を補完し、「国内のエネルギー需

要を管理する上で重要な役割を担っている。   

・イランのアッバス・アラグチ外相は、２９日のエジプトへのドローン攻撃をイスラエルの「偽旗攻撃」1の可能性

があると警告した。 

 ＊イラク政府、米・サウジアラビアのイラク内武装勢力への攻撃を承認したというトランプの主張を否定：イラク政府

のハイダル・アル・アブーディ報道官は３０日、米・サウジのイラク領内への合同攻撃について、イラク政府は事前にまっ

たく知らなかったと述べ、トランプ米大統領の主張を真っ向から否定した。米・サウジ合同攻撃で、イランの支援を受ける

「人民動員部隊」（PMF)の構成員の少なくとも２０人が死亡した。このために、ムハンマド・アッザイディ首相は予定し

ていたサウジアラビア訪問を延期した。 

 ＊イラン、米軍撤退を求める公開書簡に関し、ヨルダン人の「協力」に謝意：ヨルダン人著名人２００人以上が米軍のヨ

ルダン撤退を求める書簡に署名した。ニューヨークタイムズ紙によると、この書簡は、ヨルダンに駐留する約４０００人の

米軍部隊は、ヨルダンの「国益に資することがなく、安全保障上、政治上、経済上のリスク」にさらしていると指摘してい

る。   

・イラン軍は３０日、「ヨルダンの国民」に対し、その「協力」とヨルダン国内の米軍基地内部からの有益な情報提

供について、公的に感謝の意を表した。 

・イランは以前から、ヨルダン国民内に作戦上の協力体制があると主張していた。 

 ＊米国、イラン企業への制裁を拡大：米財務省は３０日、イラン最大の航空会社マーハン航空と、会社の運航を支えてい

ると米が非難する中国、インド、ロシア、イランの個人や企業を制裁すると発表した。  

・米財務省はマーハン航空が「民間航空会社を打ち出しながら」イラン・イスラム革命防衛隊の「活動を助け」、防

衛隊のためにドローンや武器の移動を促進したと非難した。 

 ＊ブルームバーグの報道では、ホルムズ海峡を通過するタンカーが増加：３０日のブルームバーグの報道によれば、今週

攻撃が激化したにもかかわらず、今月初めのホルムズ海峡通過船舶の減少の後、今週にはいって海峡通過タンカーの数が増

加傾向にあるという。 

・ブルームバーグは、小型船や地域の船舶を使った「移送システム」を説明している。これらの船は、たいてい位置

発信機を切って航行し、ペルシャ湾から原油を運び出して、海峡の外で待っている国際輸送大型タンカーに積み替え

る仕組みである。   

・海上交通追跡会社ケプラーのデータによると、この７日間で１８隻のタンカーがホルムズ海峡を通過している。そ

のうち５隻はイラン関連の船である。１日平均１８６万バレルの原油が輸送された。 

 ＊英国、キプロスで、イランのためのスパイ容疑で、英国とアゼルバイジャンの二重国籍の男を逮捕：ロンドン警視庁の

発表によると、ロンドン北部のイズリントン出身で、英国籍とアゼルバイジャン国籍を持つラシャド・スルタノフ（４４

歳）が７月１７日、キプロスで、英国の空軍基地アクロティリ基地を監視して、その情報をイラン・イスラム革命防衛隊に

提供したという容疑で逮捕された。  

・イラン・イスラム革命防衛隊は今月初め、米軍のイラン攻撃に英国基地が使用されたら報復攻撃すると警告した。

実際、以前の３月２日には、イラン製シャヘド・ドローンガアクロティリ基地に軽微な損傷を与え、英国は同基地を

米国との防衛協定の対象から外したといういきさつがある。 

 

イエメン 

 

1 他国の攻撃に見せかけた攻撃。 
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 ＊サウジアラビアがアンサール・アッラーを攻撃する準備態勢との報道：ガーディアン紙によると、サウジアラビア

は、紅海南部を通る自国の石油輸出船に対するアンサール・アッラーの脅威を排除するために、海上、または必要に応じて

陸上からの、大規模は軍事攻勢を準備している。   

・サウジアラビア軍はイエメン東部から撤退を始め、その軍を、アンサール・アッラーが支配するイエメン中部のア

ル・バイダ県を攻撃するために移動させ、部隊を集結させていると報じられている2。  

 ＊１４カ国がサウジアラビア主導の紅海海運連合を支持：エジプト、トルコ、パキスタンなど１４カ国が、地域の海運ル

ートに対するアンサール・アッラーの封鎖に対抗することを目的にした、サウジアラビア主導の海運連合を支持した。サウ

ジアラビア国防省は、この連合がバーブ・エル・マンデブ海峡、紅海、アデン湾における軍事的連携の拡大になると述べ

た。専門家筋が参加不可欠と主張する米国は、この連合に含まれていない。 

 ＊大半の船舶が赤信号で躊躇する中，中国籍の船舶だけが公然とバーブ・エル・マンデブ海峡を通過：海事情報会社ウ

ィンドワードによると、３０日、中国関連の貨物船２隻が、回避行動や GPS 操作、AIS(船舶自動識別装置）信号の切断な

どを行うことなく、バーブ・エル・マンデブ海峡を通過した。  

・ウィンドワード社は、このことは、中国とアンサール・アッラーとの間で、イランにも連絡された、個別的安全通行取り

決めがあるという報告を裏付けていると指摘した。  

・同じ３０日、アンサール・アッラーがサウジアラビアと関連するタンカーや輸出インフラを攻撃すると脅迫する中、１２

隻の船舶が交通をしなかった。 

 ＊ロイズ保険の引受業者、サウジアラビア関連船舶に対し、戦争リスク保険を制限：フィナンシャル・タイムズ紙の報

道によると、アスコットやナビウムなどロイズ保険の主要な引受業者が、アンサール・アッラーの７月２０日のサウジアラ

ビアに対する海上禁輸措置宣言の後、サウジアラビア関連船舶の戦争リスク保険や貨物保険をキャンセルまたは制限するこ

とをブローカーに通知した。   

・この保険適用制限により、サウジアラビアは、ホルムズ海峡の混乱と紅海における禁輸措置の両方に挟まれ、現在

ヤンブー港だけが原油輸出の出口である。 

 

パレスチナ 

 ＊イスラエル軍、ガザで６人殺害：３０日イスラエル軍はガザ回廊各地への攻撃で、子ども２人を含むパレスチナ人６

人が死亡し、数人が負傷した。   

・WAFA 通信によると、３０日朝、イスラエル軍のガザ市攻撃でパレスチナ人２人が死亡し、少なくとも１０人が

負傷した。   

・ガザ回廊北部のジャバリヤへのドローン攻撃では、パレスチナ人１人が死亡し、数人が負傷した。  

・イスラエル軍機がハーン・ユーニスの西のアル・マワシ地区の避難民テントを爆撃し、子ども１人を含むパレスチ

ナ人２人が死亡した。 

・イスラエルのミサイルがガザ回廊中部の住宅アパートを直撃し、子どもが死亡し、数人が負傷した。 

 ＊ハマス、ガザ「停戦」第二段階移行に合意、履行はイスラエル次第と表明：平和評議会（Board of Peace)と仲介国は

３０日、ハマスがガザ停戦の次段階の履行に関する詳細なロードマップに合意したと発表した。仲介国は、ハマスが「初め

て」正式に「すべての武器を放棄するために実行可能な計画」に合意し、その後、イスラエル軍がガザ回廊から撤退すると

いうロードマップの約束に合意したと述べた。   

・トランプ大統領は、自分の SNS の Truth Social への投稿で、この合意を「ハマスの完全武装解除に向けた歴史的

合意」と称賛した。   

 

2 ２９日、アンサール・アッラーは、イエメン北部のサアダ県で「敵対的行動」をしていたサウジアラビアの偵察無人機「カライェル」機を撃

墜した。 
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・ハマスは３１日、自分たちを含むパレスチナ各派が、停戦第二段階に関する仲介国の提案に「責任をもって前向き

に」取り組んだと述べたが、イスラエルが２０２５年１０月に停戦合意に第一段階で規定されたすべての義務を履行

しない限り、停戦の実現は進まないと強調した。   

・ハマスは、重火器に関する協議は、イスラエルのガザ攻撃の完全停止、イスラエル軍のガザ回廊からの完全撤退、

早期の復興・再建開始、パレスチナ・ナショナル委員会の設置と国際部隊のガザ回廊への進駐、イスラエルが資金と

武器を与えて支援する武装民兵団の解体、そしてパレスチナ人の自決権と独立したパレスチナ国家樹立に向けた進展

を条件とすると述べた。 

 ＊ドロップ・サイトはガザ統治と武器に関するロードマップ文書を入手した：ハマスとパレスチナ各派がガザ回廊の統

治と抵抗勢力の武器の扱いに関して合意した枠組みを概説した文書を入手した。   

・重火器、軍事生産施設、武器庫、トンネルは、イスラエルが攻撃を停止し、ガザ回廊から撤退し、生活必需品のガ

ザ搬入が許可された後で、それらの目録作成と保管が行われる。   

・そのプロセスは、イスラエル軍の段階的撤退と、イスラエルが支援する武装民兵組織の武装解除と並行して実施さ

れる。抵抗勢力の武器はイスラエルや非パレスチナ当事者には引き渡されず、パレスチナ・ナショナル委員会が最終

的にガザ回廊における武器の保管と管理を担う唯一の機関となる。   

・文書は、この枠組みが「パレスチナ人の自決権の実現とパレスチナ国家樹立に向けた信頼できる道筋」を助けるこ

とを目的にしていると述べている。   

・ガザ統治に関しては、文書は、パレスチナ・ナショナル委員会がガザ回廊の民政を担い、公共機関と公共サービス

を継続し、パレスチナの法律に基づいて、解雇または強制退職させられた公務員の権利を回復すると述べている。    

・ナショナル委員会はまた、ガザ回廊の包括的な財政・行政監査を実施し、公共資産の保護と回収に取り組み、供給

業者や請負業者に対するこれまでの最大４億ドルに上る債務を３年かけて段階的に返済する。 

 ＊イスラエルは正式にはこの合意に同意していない：イスラエルは公式には仲介国が提案したロードマップに同意してお

らず、公的コメントもしていない。あるイスラエル高官は、匿名条件で、ロイター通信に、「イスラエルはガザ回廊からの

武器の除去と、回廊の完全非軍事化を含む、ハマスの完全な武装解除を、いかなる合意の前提条件として要求する」と語っ

た。イタマル・ベン・グヴィル国家安全保障相は、X にヘブライ語で「平和評議会が発表した提案はイスラエルにとって受

け入れらない…ガザにおける標的殺害は継続しなければならず、住民の移住を進めなければならない。イスラエルは勝利し

なければならない」と投稿した。 

 ＊イスラエル、占領地西岸地区への攻撃を続行：   

・ナブルスでは、３０日、イスラエル兵がパレスチナ人男性の車両を攻撃し、彼の首を撃った。３１日には、アル・

ジュネイドでイスラエル兵がパレスチナ人男性の腹部を撃った。イスラエル軍は子どもを含む数人のパレスチナ人に

向かって催涙ガスを発射した。イスラエル軍はアル・ジュネイドを襲撃した入植者と行動をともにした。ブリン村で

は、入植者は畑に放火し、オリーブの樹数本を焼き払った。   

・ベツレヘムでは、WAFA 通信によると、イスラエル軍は３１日、ソロモンの池観光地を襲撃し、そこを「軍事立

ち入り禁止区域」と宣言、銃を突き付けて観光客を追い出した。その前に、イスラエル軍車両群がベツレヘム市内に

突入し、パレスチナ人男性１人を拘束した。   

・ラマッラーでは、イスラエル軍がカドゥラ難民キャンプを攻撃し、キャンプの住民委員会の本部を奪い、催涙ガス

散布し、住民１人を拘束した。 

 ＊パレスチナ人、イスラエルで拘留中に拷問を受けたと表明：ベツレヘム西のナハリン出身のリズク・シャカルネ（４

７歳）は、自分の町ナハリンが住宅やその他の建物が解体されたときに拘束され、イスラエル当局に８日間拘留され、その

とき拷問を受け、骨折を含む複数の負傷を負ったと、WAFA に語った。  

・彼は持病があったのにイスラエルは必要な医療処置載せず、食事も与えられなかったと述べた。２９日夕に釈放さ

れ、CT 検査の結果，肋骨骨折、打撲、頭部の負傷が確認された。 

 ＊イスラエル兵に拘束され嘲笑されているパレスチナ人男性の様子の写真が拡散されているが、ドロップ・サイトはそ

の男性の家族にインタビュー：ドロップ・サイト・ニュースのモハメド・アハメド記者は、マハムード・アッドリム（２
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２歳）の両親に話を聞いた。両親は、イスラエル軍女性兵士２人が笑顔で並んで写っている写真の中で、目隠しをされて写

っているパレスチナ人男性を、息子のマハムードだと確認した。   

・マハムードは２０２４年１１月２日に行方不明になっていた。家族は、ネットで拡散される写真で息子だと確認す

るまで、情報を一切得なかったと語った。   

・「写真を見た瞬間、心が安らぎ，うれしく思ったけど、あのような姿を見て、胸が張り裂ける思いでした」と、母

親が泣きながら語った。インタビューの映像は Drop Site @DropSiteNews, Jul 30 で見られる。 

 ＊スデ・テイマン基地のイスラエル兵らが「しごき」を美化する大隊に看板の撤去命令に抗議して、基地から無断離

脱：イスラエル軍によると、３０日に集団離脱をしたギヴァティ旅団ツァバル大隊の兵士１４人に、３０日間の軍刑務所へ

の収監と、戦闘任務からの永久除外を言い渡された。    

・ツァバル大隊の兵士約１００人が３０日、軍装備や武器を置き去りにして、スデ・ティマン基地から無断で立ち去った。

指揮官が大隊の看板を撤去・廃棄するように命じたことに対する抗議行動であった。   

・スデ・テイマン基地にある刑務所は、ガザで拘束したパレスチナ人を起訴もしないで弁護士との接見も拒否し、拷問をし

ていることで悪名高い施設で、囚人への殴打、組織的性的暴力、虐待の記録がたくさんある施設である。兵士たちが基地か

ら立ち去ったのは、スデ・テイマンの拷問やガザジェノサイド任務に抗議するためではなく、彼らが問題にしたのは、上級

兵士が下級兵士に行う「しごき」や「いじめ」の慣行を示唆する掲示物の撤去命令に対するもので、彼らはその掲示物が大

隊の長年の伝統の象徴だと主張した。 

 

レバノン 

 ＊「停船」合意にもかかわらず、イスラエル軍の南レバノンへの破壊工作は、マグニチュード３．８の地震に相当する地

震波を発生させた：レバノン国営通信（NNA)の報道によると、米国仲介の「停戦」合意にもかかわらず、イスラエル軍は

３０日の夜から３１日にかけて、南レバノン全域で大規模な破壊工作、砲撃、砲兵隊攻撃を行った。 

・深夜過ぎ、イスラエル軍は、ヤフマル・アッシャキル、アルヌーン、クファルテブニットなどナバティエ地区で大

規模爆破を行った。ボーフォート城付近を中心にしたこれらの爆破の振動で、クライア地区では窓ガラスが割れ、住

宅が損壊した。レバノン国立地球物理学センターは、この爆発がマグニチュード３．８の地震に相当する地震波を発

生させたと発表した。  

・イスラエル軍は３１日、ティルス（スール）地区のアル・マンスリーとマジダル・ズーン周辺で、洞窟や住宅を破

壊し、マルジャユン地区のタルーサに砲撃を行った。   

・NNA によると、ナバティエ・アル・ファウカ郊外のアリ・アッタヘルの丘に向けて、イスラエル軍は照明弾を発

射し、意図的に火災を発生させた。  

・レバノン議会ナブーフ・ベリ議長はイスラエルの攻撃を非難し、地震に匹敵する揺れを引き起こした７００トンの

爆発物はイスラエルの「破壊機構」に対して、「国家としての良心あるいは人間としての良心を呼び覚まして当然」

だと言った。 

 ＊レバノンの大統領、米国仲介のイスラエルとの「停戦」へのトルコの支持を求める：レバノンのジョセフ・アウン大

統領は３０日にアンカラを訪問し、トルコのエルドアン大統領と会談した。この訪問は、６月２６日にワシントンでレバノ

ンがイスラエルと署名した米国仲介の停戦枠組みへのトルコの支援を得るためである。  

・国内でヒズボラやナビーフ･ベリー国会議長からイスラエルとの「停戦」合意に反対されているアウン大統領は、

トルコの通信社アナドルに対し、合意の履行は「イスラエル軍が完全撤退し、レバノン軍が展開すること」、そして

「双方が合意を遵守しているかどうかを検証する国際的メカニズム」にかかっていると語った。 

 

米国のニュース 

 ＊マンデラ・バーンズ、ウィスコンシン州知事選の民主党予備選から退く：ウィスコンシン州の元副知事マンデラ・バ

ーンズが知事選に向けた民主党予備選から撤退すると発表した。予備選は８月１１日に行われる。   

https://x.com/dropsitenews/status/2082912086158688659
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・民主社会主義者で州下院議員のフランチェスカ・ホンは、今後ミルウォーキー郡長のデビッド・クロウリーと争うことに

なる。クロウリーは、退任する民主党のトニー・エバース知事の支持で、今月初めに選挙戦に参入した。   

・２９日に発表されたマーケット大学ロースクール（法律大学院）の世論調査では、ホンは民主党予備選投票者の３

８％の支持があり、クロウリーはわずか７％の支持だった。３４％が態度を決めてかねており、１６％がすでに撤退

したバーンズ支持だった。 

 ＊CNN の世論調査では、民主党員の３分の１が民主社会主義者を自認：非党派的選挙関係世論調査機関ＳＳＲＳが実施

したＣＮＮ世論調査によると、民主党員またはそのシンパの約３分の１が民主社会主義者だと自認している。   

・調査では、民主社会主義者は比較的若年層が多く、投票意欲が高く、イスラエルに対して批判的であることが判明

した。イスラエルへの米国の支援削減を主張する候補者を支持すると答えた人は、民主社会主義者では４８％であっ

たが、民主社会主義者でない人では２０％であった。 

 ＊イラン戦争による原油価格高騰の中、エクソンモービルとシェブロンは第２四半期に合計２６５億ドルの利益を計上し

た：シェブロンはこれまでで最高の純利益１２２億ドル、エクソンモービルは１４５億ドルを計上した。この利益増は、２

月の米・イスラエルがイラン攻撃を開始して、原油とガソリン価格が急騰したためだ。   

・エクソンモービルのニール・ハンセン最高財務責任者（CFO)は、ホルムズ海峡のタンカー航行が閉鎖されれば、

さらに価格上昇すると言った。   

・ハンセンはフィナンシャル・タイムズ紙に対し、原油価格の「問題点」は、彼がこれまでの価格範囲で通商されて

いると言っている原油ではなく、生産力低下に伴い価格が急騰しているガソリンやディーゼルなどの製品にあると語

った。 

 ＊ニューヨーク州、予測市場プラットフォーム「カルシ」を「違法賭博行為」で提訴：ニューヨーク州は３１日、予測市

場プラットフォーム「カルシ」を提訴したと発表した。州司法長官のレティシア・ジェームズは、「カルシ」がニューヨー

ク州賭博委員会に登録しないで賭けを受け付けているのは、違法賭博行為であると言っている．  

・訴状は、ニュージャージー州に拠点を置く「カルシ」社に、永久差し止め命令、利用者への賠償、及び罰金を求め

ている。 

 ＊ウォールストリート・ジャーナル紙、トランプ大統領の資金調達に関し、毎晩数百万ドルの寄付を要請と報じた：３

０日のウォールストリート・ジャーナル紙によると、トランプは大統領に復帰して以来、８億ドル以上を集める資金調達活

動を自ら指揮している。彼は毎晩、資金調達担当者メレディス・オロークに電話をし、大統領図書館、ホワイトハウス宴会

場、政治委員会などのプロジェクト用の寄付金５００万ドルから５０００万ドルを企業に要請させている。   

・ソフトバンク、アップル、マイクロソフト、アマゾン、メタプラットフォームズなどの企業が数百万ドルの寄付を行って

いる。各社の幹部は、ウォールストリート・ジャーナル紙に対し、寄付はアクセスの便宜や規制に関する優遇措置と関連し

ているようだと語った。    

・会合に出席した人によると、いろいろなイベントでトランプは寄付者に「何か手伝いできることがありますか」と尋ねた

という。フロリダで開催されたイベントでは、出席した CEO グループに「何が必要ですか？」と尋ねたと報じられてい

る。ウォールストリート・ジャーナル紙の記事は, Josh Dawsey, Dana Mattioll, Annie Linskey and Emily Glazer, “’The Boss 

Wants This Money’:Inside Trump’s Unprecedented Fundraising Operation”, The Wall Street Journal, July 30, 2026 

 

その他の国際ニュース 

 ＊モロッコからセウタへ６万人が国境を突破して流入：過去２４時間で約６万人の移民がモロッコからスペイン領セウタ

へ流入し、少なくとも４１人が死亡した。  

・セウタは、北アフリカにあるスペインの自治都市メリリャとともに、EU にとってアフリカとの唯一の陸路国境と

なっている。移民たちは陸路と海路でセウタへ渡るが、中には３マイルも離れたモロッコの町フニデクから泳いで渡

ってくる人々も多くいる。死んだ人の多くは溺死だが、国境フェンスを越えようとする人々の波で圧死した人もい

る。   

https://www.wsj.com/politics/policy/trump-donations-company-fundraising-1e34a78f
https://www.wsj.com/politics/policy/trump-donations-company-fundraising-1e34a78f
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・国境を超えようとする数千人の移民とモロッコ治安部隊が国境のモロッコ側で衝突、治安部隊は放水銃を使った

り、威嚇射撃を行った。   

・スペインのペドロ・サンチェス首相は３１日にセウタを訪れ、越境行為を「スペインの領土保全に対する侵害」と

非難した。スペイン内務省によると、３１日までに約２万５０００人をセウタからモロッコに送還された。 

・AP 通信によると、セウタとマドリードの当局は、移民の大量流入は、スペイン最高裁判所が最近下した判決と関

連しているという。その判決は、陸路で国境を越えたり、国境フェンスを越えたりする移民と異なり，海路で到着し

た移民は即時強制送還できないとしたのだ。サンチェス首相は、移民密輸業者がこの判決を誤解し、移民の急増をも

たらしたと述べた。 

 ＊ロシアのアフリカ軍団がマリを空爆、民間人８人を殺害：ヒューマン・ライツ・ウォッチの３１日の発表によると、

アフリカでワグネル・グループに取って代わったロシアの軍事組織「アフリカ軍団」は、６月１５日にマリ中部モブディ州

キルニア村を空爆し、子ども３人を含む民間人８人を殺害した。   

・ヒューマン・ライツ・ウォッチは、アルカイーダ系組織ジャマート・ヌスラト・アル・イスラム・ワル・ムスリム

（JNIM)がモブディ村を支配していると言われていたが、殺害された８人の中にはその戦闘員はいなかったと指摘し

た。     

・ロシアの傭兵団「ロシア軍団」はマリ政府の JNIM とトゥアレグ族分離主義組織アザワド解放戦線との戦いを支

援してきた。この二つの反政府組織は連携して、４月から政府施設に対して攻撃をしてきた。 

 ＊パキスタン北西部で警察の検問所が襲撃され、警官１１人が死亡：パキスタンのカイバル・パクトゥンクワ州ハング

地区にある警察検問所で２９日深夜、警官が待ち伏せ攻撃を受け、少なくとも１１人が死亡、２８人が負傷した。   

・襲撃者は爆発物を積んだクアッドコプターを使用して、アフガニスタン国境近くにある検問所を襲撃したと報じら

れている。パキスタン治安部隊は、その後の銃撃戦で、襲撃犯１５人を殺害したと発表した。 

・襲撃声明を出した組織はないが、この襲撃は、先週、近隣のタンク地区でパキスタン・タリバンが実行声明を出し

た自爆攻撃で２７人が死亡した事件に続くものである。 

 ＊キューバ、国家経を民間企業へ開放する計画を発表：２日間にわたる国民会議を経てキューバは、経済の主要部門の

民営化計画の詳細を発表した。そこには、土地利用規制の緩和、企業による燃料や医薬品の輸入許可、民間観光会社の島内

での営業許可などがある。   

・キューバは１月以来、燃料封鎖と厳しい制裁措置で苦しめられてきた。それは、トランプ米政権による政権転覆を

目的とした計画の一環であるのは明らかである。ミゲル・ディアス・カネル大統領は、今回に計画は米政府に迎合す

る為ではないと述べ、医療、科学、文化、その他戦略的分野は民営化されないと強調した。 

 ＊ミレイ大統領、アルゼンチンへの「憎悪を広める」外国人の国外追放を認める法令に署名：アルゼンチンのハビエ

ル・ミレイ大統領は、２０２６年FIFA ワールドカップでアルゼンチンが準優勝した勢いに乗って、アルゼンチンへの「憎

悪」を表明したり、国の象徴を汚す外国人に対し、入国拒否、国外追放、ビザの取り消しなどの措置を講じる権限を政府に

与える政令に署名した。FIFA はアルゼンチン・サッカー協会に対し、複数の試合でアルゼンチン選手の行動に関して、「チ

ームの不正行為」や「差別と人種差別的発言」があったとして、調査を行うと通知した。   

・ミレイ大統領は、その批判はブラジル、メキシコ、その他米国民主党の左派勢力が資金提供する「反アルゼンチン

運動」を行う左派の連中がばら蒔くプロパガンダだと、証拠を示すことなく主張した。この主張を受け、先週末ブラ

ジルは駐アルゼンチン大使を召還した。 

 ＊ブラジル最高裁、ルーラ大統領の息子への捜査を承認：ブラジル最高裁のアンドレ・メンドンサ判事は、実業家アント

ニオ・カルロス・カミロ・アントゥネスがカンナビジオール（CBD)をベースにした医薬品の契約を政府から取りたいため

に保健省高官と接触できるように、ファビオ・ルイス・ルーラ・ダ・シルバが不当に便宜を図ったという事件を連邦警察が

捜査することを承認した。 

 ＊スーダン軍、コルドファン州の即応支援部隊（RSF)拠点に対し大規模攻撃：スーダン・トリビューン紙によると、ス

ーダン空軍は北コルドファン州と西コルドファン州のRSF の拠点、ウム・バドル、ソダリ、アル・クウエイ、アンヌフド

を空爆した。 
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・この空爆の波は、週末スーダン軍が地上攻勢をかけ、北コルドファン州とハルツームを結ぶ幹線道路を確保した作

戦に続くものであった。 

 ＊ウクライナのドローン攻撃でワイルドベリーズ倉庫炎上：３１日、ウクライナがロシアのボルゴグラード州のエネルギ

ー施設と倉庫をドローン攻撃し、５人が負傷したと州知事が発表した。ここ数週間ウクライナはロシアの E コマース大手

のワイルドベリーズへの攻撃を強めている。今回の攻撃で倉庫が炎上したと同社が報告した。 

 ＊ネパール首相、３人死亡を出したヒンズー教徒とイスラム教徒の衝突に対し、冷静な対応を呼びかけた：ネパールのバ

レンドラ・シャー首相は、インド国境近くのスンサリ地区でヒンズー教徒とイスラム教徒のグループが衝突し、３人が死亡

した事件に対し、冷静な対応を呼びかけた。   

・警察発表によると、これは２７日、ヒンズー教の行列中の大音量の音楽と宗教旗に対する抗議から始まった争い

で、警察は群衆を解散させる発砲で２人を射殺した。 

 ＊英国、パレスチナ・アクション支持集会で７７人を逮捕：英国警察は３０日、ウェストミンスター治安裁判所前で行

われた集会の参加者７７人を逮捕した。この集会は、英国政府からテロ組織に指定されたパレスチナ・アクションへの支持

を表明しただけでテロリストとして裁判にかけられている人の法定闘争を支援する集会であった。   

・英国首相がアンディ・バーナムに代わってから初めてのデモとなった。また、集会とデモが行われた３０日、英国

最高裁がパレスチナ・アクションのテロ組織指定に反対する新たな上訴を受理した。 

 ＊シェインバウム大統領の非難にもかかわらず、メキシコはイスラエル製兵器を購入：メキシコの国連の「武器貿易条

約」へのデータ報告や市民団体「メキシコへの米国製兵器輸出停止を求める会」のデータによると、昨年、メキシコがイス

ラエルから輸入した武器の数は、他の国からの輸入数より多かった。   

・メキシコがイスラエルから購入したのは、アサルトライフル、軽機関銃、拳銃で、合わせて１万８０００丁近く

で、メキシコの銃器輸入総数の３７％を占めている。  

・メキシコのシェインバウム大統領が２０２５年９月にガザにおけるイスラエルの行動を「ジェノサイド」と非難

し、シェインバウム政権になってから２０２５年６月のパレスチナ大使館の地位を公式承認したにもかかわらず、イ

スラエル製武器購入が続いていた。 

 

 

 

 

 

 

 


